
 亀岡市告示第１２７号 

 

 ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金交付要綱を次のよ

うに定める。 

 

   令和元年６月１日 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 

 

 

ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る

支援補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、京都・亀岡ふるさと力向上基金条例（平成  

２０年亀岡市条例第２７号）に基づき積み立てた基金を活用して、

ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金（以下「補助金」

という。）を予算の範囲内において交付することについて、亀岡

市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号）に定めるも

ののほか必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「歴史文化遺産」とは、次に掲げるもの

をいう。 

⑴ 亀岡市文化財保護条例（昭和４３年亀岡市条例第４３号）第

２条に規定する文化財 

⑵ 文化芸術基本法（平成１３年法律第１４８号。以下「法」と

いう。）第１０条に規定する伝統芸能 

⑶ 法第１２条に規定する生活文化及び国民娯楽のうち伝統的な

もの 

⑷ 法第１３条に規定する文化財等 

⑸ 法第１４条に規定する地域固有の伝統芸能及び民俗芸能 

 （補助金交付選考会） 



第３条 補助金の交付対象及び補助金の交付対象事業について意見

を聴取するため、ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金

交付選考会（以下「選考会」という。）を設置する。 

２ 選考会は、歴史文化遺産に知見を有する者及び職員のうちから

若干名をもって組織する。 

 （交付対象） 

第４条 補助金の交付対象は、第２条で定める歴史文化遺産（昭和

２０年以前のものに限る。）で、選考会の意見を聞いて市長が適

当と認めた事業に係るものを所有又は管理する団体又は個人（以

下「対象者」という。）とする。 

 （補助金基準） 

第５条 この補助金は、寄附者が指定した歴史文化遺産を守る支援

の寄附金額の１０分の７に相当する額（その額に１，０００円未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）を上限として交

付するものとする。 

 （交付対象事業） 

第６条 補助金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げるものと

する。 

⑴ 災害により被災した歴史文化遺産の修復事業 

⑵ 地域交流・活性化の拠点と位置付けられる歴史文化遺産の保

存・活用事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するもの

は、補助対象事業としない。 

⑴ 宗教的活動、政治的活動、選挙活動その他公序良俗に反する

活動を含む事業 

⑵ 飲食を含む事業 

⑶ 慰労又は親睦を目的とする事業 

⑷ 前項に規定する補助対象事業として、社会通念上認められる

範囲を超える事業 

 （寄附金額通知） 

第７条 市長は、毎年１月１日から１２月３１日までの寄附金額に

ついて、当該期間終了後速やかに第５条に規定する補助金基準に



より算定し、ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金寄附

金額通知書（別記第１号様式）により対象者に通知するものとす

る。ただし、寄附者の氏名等については、当該寄附者の同意を得

た場合に限り、対象者に通知するものとする。 

 （交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする対象者（以下「補助対象者」

という。）は、ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金交

付申請書（別記第２号様式）に必要書類を添えて、市長が別に定

める日までに市長に提出しなければならない。 

 （交付決定） 

第９条 市長は、前条に規定する交付申請書を受理したときは、選

考会の意見を聞いて必要な審査を行い、補助金の交付の可否を決

定し、ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金交付決定通

知書（別記第３号様式）により補助対象者に通知するものとする。 

 （補助金の変更交付申請） 

第１０条 補助対象者は、補助金の交付決定通知を受けた後に申請

内容に変更がある場合は、ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支

援補助金変更交付申請書（別記第４号様式）に必要書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

 （補助金の変更承認及び通知） 

第１１条 市長は、前条の変更交付申請書を受理したときは、選考

会の意見を聞いて、必要な審査を行い、補助金の変更の可否につ

いて決定をし、適当と認めるときは、ふるさと亀岡の歴史文化遺

産を守る支援補助金変更承認通知書（別記第５号様式）により当

該補助対象者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第１２条 補助対象者は、交付対象事業が完了したときは、速やか

にふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助金実績報告書（別

記第６号様式）に必要書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助対象者が偽りの交付申請その他の不正の手



段により補助金の交付を受けたと認めたときは、補助金の交付を

取り消すことができる。 

 （交付金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消し

た場合において、当該取消しに係る部分に関し、期限を定めてそ

の補助金の返還を求めるものとする。 

 （報告及び調査） 

第１５条 市長は、補助対象者に対し、この交付金に係る必要な事

項について報告を求め、又は職員に実施調査をさせることができ

る。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 


